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概要

戦略シミュレーションは、日米豪三国間地域戦略アプローチ
の精緻化・「ストレステスト」する機会を提供し、インド太平洋
の戦略環境の変化に応じて日米豪三国間の戦略的動態がど
のように進化していくかを記録する。

	■ ２０２３年度から、シドニー大学米国研究所(United 
States Studies Centre)）は毎年「戦略シミュレー
ション」を開催している。オーストラリア、日本、米国
（日米豪）のシニアエキスパートがインド太平洋地
域の戦略危機シミュレーションに取り組む。日米豪
の専門家は、国別チームで活動し、それぞれの（コン
トロールチームによってシミュレーションされた）政
治的指導者に向けた政策提言を策定し、国内およ
び三国間の交渉を通じて国家政策対応策定を進め
る。戦略シミュレーションは、日米豪三国間地域戦
略アプローチの精緻化・「ストレステスト」する機会
を提供し、インド太平洋の戦略環境の変化に応じて
日米豪三国間の戦略的動態がどのように進化してい
くかを記録する。

	■ ２０２５年の戦略シミュレーションは９月にシドニー
で開催され、元政府高官、元将官、学術・シンクタン
クの専門家を含むオーストラリア、日本、米国の外交
政策および防衛のシニアエキスパートが参加した。
２０２５年の戦略シミュレーションは、中華人民共和
国（中国）のグレーゾーン活動を模擬し、中国が海
軍および海警局のアセットを攻撃的に動かし、経済
的威圧、軍事的エスカレーションの脅威を用いて、
東シナ海および南シナ海の島嶼・礁に対する影響
力、支配、主権主張を行使した。

	■ 三チームは中国の侵攻に対抗し抑止力を回復するた
めの行動調整の必要性には合意していたが、グレー
ゾーンでの抑止のための決定的な手段は欠けてい
た。日米豪の軍事対応は、東アジアで大きな作戦優
位を持つ中国に圧倒され、一方で経済的選択肢は中
国との相互依存により制約されていた。

	■ 情報的・外交的手段はこの文脈で有用であることを
示し、日米豪は中国のグレーゾーン活動を中心とし
た地域におけるナラティブを形成するための協調的
なキャンペーンを展開し、北京を孤立させ、比較的
低コストで中国の挑発に対抗するために国内外のオ
ーディエンスを動員した。

	■ 多方面にわたるグレーゾーン危機において、チーム
は限られた資源を使って即時の国家的優先事項に
取り組むか、共同作戦に割り当てて集団的抑止力を
強化するかのジレンマに直面した。

	■ このゲームは、米国大統領による曖昧な態度を意図
的に組み込むことで、各チームに米国関与の異なる
段階に対応する選択肢を準備させるとともに、同盟
国による負担分担とリスクの程度についてワシント
ンに対して説得力のある主張を行うよう迫るように
設計されていた。これにより、オーストラリアと日本
のチームは米国のより強力な保証を求め、同時に共
同行動への断固たる支持を表明し、負担分担への同
盟のコミットメントを示し、米国の関与を促進するこ
とを表向きに示した。
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	■ スクワッド（日米豪比）の枠組みを通じて、フィリピ
ンのような最前線国に対する能力構築や領域把握
を含むグレーゾーンでの抑止ツールキットを開発す
ること。

	■ 経済的威圧に対抗するための三国間および同盟国
間の計画策定を強化し、欧州と対中エコノミックス
テイトクラフト（経済的手段）の調整を強化する選
択肢を特定し、危機発生前に経済的コストを課す選
択肢を準備する。各選択肢の脆弱性とエスカレーシ
ョン抑制策を検討すること。

	■ 日米豪が中国に対して情報的影響力を持つ分野（
人権侵害、チベットの政治的地位など）を特定し、そ
れらを有利に行使できる条件を検討すること。

	■ 危機発生時に中国のグレーゾーン侵入に関する情
報を迅速に機密解除するための手順を策定するこ
と。

	■ 危機発生時に、メッセージ、言い回し、証拠公開な
ど、迅速に情報活動を調整できる日米豪タスクフォ
ースを準備すること。

	■ 複数の前線が関与する可能性の高い、近い将来の
インド太平洋地域の緊急事態に対する日米豪危機コ
ミュニケーションメカニズムの適切性を評価するこ
と。

	■ オーストラリア、日本、米国の政府関係者は、ワシン
トンの政治的見解の多様化に用意しつつ、インド太
平洋地域の安全保障に焦点を当てた米国議会、行
政機関、市民社会の利害関係者の拡大を図るべきで
ある。

	■ 日米豪は、地域の有事における、米国と並んで同盟
国が役割を強化することへの潜在的な需要に対応
できるような交戦規則、指揮構造、計画メカニズム
を策定すること。

日米豪への政策提言

Source: Australian Department of Defence
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インド太平洋地域の安定は、より強硬かつ能力を高めた
中華人民共和国（中国）による圧力にさらされている。同
国は、領土修正主義、グレーゾーンでの威圧、外国干渉、
そして通常兵力と核戦力の急速かつ不透明な増強を含
む多面的な戦略を通じて地域における領土・影響力の拡
大を追求している。オーストラリア、日本、米国（日米豪）
は、ますます制度化された防衛統合、共通の好みや価値
観、そして外交・情報・軍事・経済（DIEM）分野における
重要な能力を有し、中国の拡張主義に対する抑止力を調
整する意思と能力において最も有力な国家として浮上し
ている。1 

日米豪三国間の地域安全保障における重要性と、地域
戦略における日米豪アプローチの精緻化と「ストレステ
スト」の必要性を認識し、２０２３年以降、米国研究所
（USSC）は、現職および元議員、外交官、産業界リーダ
ー、学者、将官、政府関係者を含むオーストラリア、日本、
米国のシニアエキスパートを招集し、インド太平洋におけ
る模擬的な戦略危機を中心とした「戦略シミュレーショ
ン」を実施している。２日間にわたり、オーストラリア、日
本、米国のチームが、進行していく危機に対応するため
のそれぞれの政治指導者向けの政策提言を策定する。
参加チームは、国家政策提言の策定のために、チーム内
または三国間で協議を行うことができ、策定された提言
はコントロールチームによって模擬化された各国の指導
部によって審査され、実施される。

ストラテジーシミュレーションの目的は二つある。第一
に、日米豪の専門家を模擬的なインド太平洋危機（核実
験、領土紛争など）にさらすことで、将来発生する可能性
のある同様の危機がどのように展開するかの洞察が得ら
れる。危機シミュレーションの結果は、現実世界で同様
の事態が発生した場合に何が起き、何が起きないかを処
方的に決定付けるものではないが、専門家がこうしたシ
ナリオを「演じる」際のやり取りを観察することは、現実
世界の関係者がこうした事態をどのように理解、分析し、
対応する可能性が高いかを理解する上で有益である。
第二に、毎年開催されるこの戦略シミュレーションは、同
盟の結束力、ルールに基づく秩序、三国間防衛統合等の
日米豪の危機意思決定を支える傾向や前提が時間とと
もにどのように変化しているかを追跡する機会を提供す
る。

本レポートは、これら２つの領域における２０２５年度戦
略シミュレーションの主な成果をまとめる。チームの政
策提言やチーム内およびチーム間の危機交渉の記録を
基に、第１部は中国がインド太平洋における「小島戦略」
によるグレーゾーン威圧を通じてインド太平洋の島嶼・
礁に影響力を行使しようとする試みに関わる危機にお
いて、日米豪が直面しうる課題と機会を評価する。我々
は、グレーゾーンにおいて中国が著しい作戦上の優位性
を享受している一方で、日米豪の取り組みは、中国にコス
トを課すための軍事的・経済的選択肢の限界、日米豪
の調整に対する政治的障壁、そして中国の侵攻地点にお
いて、軍事能力と規模の創出能力の限界により妨げられ
る可能性が高いと認識している。第２節では、２０２５年
のシミュレーション結果と過去の結果を比較し、日米豪
の意思決定を支える選好や前提の推移を評価する。2 ま
た、米国政権交代が危機下における地域関与への米国の
コミットメントにキャンベラと東京で不確実性を生み出し
ていることを確認した。さらに、この不確実性が、これら
の米同盟国に対し、中国の侵攻に対応する上で主体性を
示す、特に負担分担に関する米国政府の方針と一致して
いることを示す、戦略的必要性を生み出していることが
分かった。

序章

日米豪の専門家を模擬的なイン
ド太平洋危機にさらすことで、将
来発生する可能性のある同様の
危機がどのように展開するかの
洞察が得られる。
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台湾
>  接続水域への侵入
>  サイバー攻撃
>  海底ケーブルの破壊工作
>  部隊展開
>  外国への影響力工作

フィリピン
>  比沖周回
>  サイバー攻撃

日本
>  日本沖周回
>  サイバー攻撃
>  外国への影響力工作
>  経済的強制

オーストラリア
>  豪州沖周回
>  外国への影響力工作
>  経済的強制

西沙諸島
>  一方的な排除区域の宣言
>  積極的な海上機動
>  西沙諸島沖周回
>  軍事力増強

中国

グアム
>  グアム沖周回

パプアニューギニア
>  領海への侵入

セカンド・トーマス礁
>  遭難中のフィリピン船舶の封鎖
>  積極的な海上機動
>  人工施設の建設と軍事化
>  レーダーロックオン

太平島/イトゥアバ
>  一方的な排除区域の宣言
>  太平島沖周回
>  軍事力増強

尖閣諸島
>  一方的な排除区域の宣言

ハノイ

ビエンチャン

ネーピードー

ディリ

マニラ

台北

バンコク

クアラルンプール

ジャカルタ

中国の小島戦略への対抗

図 1. シナリオ化された中国グレーゾーン活動

作を含む様々なグレーゾーン攻撃が日米豪を直接攻撃し
た。シミュレーションの文脈では、インド太平洋全域の複
数の圧力点を標的とした中国の行動は、日米豪のリソー
スを分散させ、計画を混乱させ、脅威の優先順位付けと
リスク許容度において日米豪を板挟みにするようシナリ
オ化された。

２０２５年戦略シミュレーションの基礎となったシナリオ
は、中国の「小島戦略」の一例を中心に展開しており、中
国が海軍および海警局のアセットを積極的に動かし、グ
レーゾーン戦術、経済的威圧、そして東シナ海および南
シナ海の島嶼・礁に対する影響力、支配、主権主張を主
張するための軍事的エスカレーションの脅威を含んだ。
（図 1参照）3 これに加え、サイバーや外国への影響力工
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本節では、各チームの政策提言とチーム内・チーム間の
危機交渉の議事録を検証し、インド太平洋地域の島嶼・
礁の支配権確立に向け中国が協調的な取り組みを行う、
現実世界の類似の危機において、日米豪が直面し得る課
題と機会を評価する。

グレーゾーンでの抑止

三チームすべてにとって、危機下の大きな目的は抑止力を
回復することでした。中国の目標を阻止し、グレーゾーン
の侵入に対してコストを課すことであった。すべてのチー
ムは、DIME全域にわたる国家権力の手段を連携して活
用し、抑止力の回復を目指した。

軍事的対応
各チームの軍事的提言は主に、（１）中国の侵攻地点へ
の軍事アセットの配備、（２）中国の領有権および海洋
権の主張の正当性を否定するための航行の自由作戦
(FONOPS)に基づいていた。4 しかし、これらのアプロー
チは、日米豪の軍事アセットが戦域内に存在しなかった
こと（日米豪の海上戦力の最寄りの拠点はシンガポール
と南日本にある米軍基地）によって妨げられた。日米豪
が中国の侵攻地点に迅速に戦力と武力を投入する能力
が限られていたことに加え、中国が内部の通信網を保持
し、侵入の時間・場所・規模を選択できる攻撃的優位性
を持っていたため、北京は複数の戦線を同時に開き、日
米豪の戦力は消耗し、鈍重な『モグラ叩き』戦略に頼ら
ざるを得なかった。

これにより、南シナ海における日米豪の部隊の準備力向
上のための長期的な選択肢について、ゲーム内・チーム
間で議論が行われた。チームは東南アジア諸国との交代
制部隊の連携を提案し、日米豪軍事アセットの供給を増
やす方法や、中国の侵攻地点に日米豪の軍事アセットを
迅速かつ最適に配備するための危機管理メカニズムを
提案した。フィリピンは、日米豪との既存のローテーショ
ン展開の協定や、「スクワッド」と呼ばれる米国、オースト
ラリア、日本、フィリピンからなる非公式の安全保障の枠
組みを通じたフィリピンと日米豪の間の多国間関係の強
化を背景に、こうした取り決めにおける好ましいパートナ
ーとして浮上した。5 各チームは、緊急事態対応計画・作
戦計画の策定やフィリピンでのスクワッド共同作戦セン
ターの設置を含む、スクワッド（日米豪比）の枠組みの「
正式化」を支持した。

提言
スクワッド（日米豪比）の枠組みを通じて、フィリピ
ンのような最前線国に対する能力構築や領域把握
を含むグレーゾーンでの抑止ツールキットを開発。

経済的対応
十分な武力が動員できると仮定しても、参加者はグレー
ゾーンでの軍事抑止力は、中国のエスカレーションや日
米豪を「紛争激化の責任」と押し付ける情報キャンペー
ンによって制約され、「法的・道徳的根拠」を失う可能性
があることを認めた。日本の軍事配備は、軍事力行使に
対する憲法上の制限によってさらに制約された。

これらの制約を踏まえ、参加者は「経済」制裁をエスカ
レーションリスクの管理可能な範囲で中国に比例したコ
ストを課す有効な手段と見なし、輸出管制、関税、渡航
禁止が初期の議論の中心となった。しかし、ここでも日米
豪は課題に直面した。第一に、参加者は中国の世界経済
との一体化が経済制裁の上限を設けていると見なした。
具体的には、サプライチェーンの混乱や市場の変動など
の連鎖的な経済的影響を懸念した。第二に、参加者は
経済制裁の実施からその効果の発現までの遅れ（数か
月から数年かかることもある）が、短期的な強制力として
の有用性を低下させると見なした。第三に、特にオースト
ラリアが中国の輸出市場に依存していることで、経済制
裁の三国間で調整が困難だった。

参加者は、こうした課題にもかかわらず日米豪に経済的
レバレッジを取り戻すための解決策についてワークショ
ップを行った。これらの解決策は大きく４つに分類され
る。

1.	 例えば、債券の購入、パートナー政府への戦略物資
の供給割り当て、中国の経済的強制の対象となる産
業への補助など、日米豪経済圏における短期的なレ
ジリエンス構築。

2.	 欧州、他国への経済制裁参加を促すことで、中国に対
する経済的影響力のクリティカルマスを築く。

3.	 交渉で譲歩の材料となり得る可逆的な経済制裁（関
税、輸出管理など）を課す、又は課すことを示唆する。
つまり、交渉上の優位性を高める。

4.	 特に重要鉱物や希土類分野でのサプライチェーンの
多様化を通じて、中国からの長期的な経済的独立を
築く。
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参加者は、こうした経済措置の実施が困難であり、「大き
なコスト」を伴うことを認めた。特に中国からの長期的な
経済的独立を目指す取り組みは、あるオーストラリア人
参加者が述べたように、「我々の経済の基盤をめぐる再
考」を必要とするだろう。

中国を経済的に抑え込むパートナーとして欧州を関与さ
せる議論も同様に困難だった。参加者は、日米豪が中国
に決定的な経済的コストを課すためには欧州の参加を
確保する必要がある点で合意に至ったが、そのような措
置に対する広範な欧州の支持の可能性については意見
が分かれた。しかし、ある参加者は、中露の継続的な経
済関与が、ロシアのウクライナでの軍事工作を支えてい
ることから、対中経済政策において欧州とのより強固な
連携の時期が来ているかもしれないと示唆した。

提言
経済的威圧に対抗するための三国間および同盟国
間の計画策定を強化し、欧州と対中エコノミックス
テイトクラフト（経済的手段）の調整を強化する選
択肢を特定し、危機発生前に経済的コストを課す選
択肢を準備する。各選択肢の脆弱性とエスカレーシ
ョン抑制策を検討する。

情報および外交的対応
強力な軍事的・経済的選択肢が乏しい状況で、参加者
はグレーゾーンでの抑止力回復のために「情報」的・「外
交」的手段に注力した。情報・外交手段を通じて、チーム
は中国のグレーゾーン活動に対する国内外の反対勢力を
動員しようとした。その目的は、中国の工作継続意志を削
ぐとともに、軍事的・経済的エスカレーションを警戒する
層を中心に、日米豪が中国の侵攻に断固として対応する
ための戦略的予知を確保することにあった。

そのため、チームはグレーゾーンの侵攻の責任を中国に
帰属させるよう積極的に取り組んだ。これには、日米豪
政府関係者に対し、中国のグレーゾーン攻撃を非難する
公式声明を発表すること、国際メディアを中国の侵攻現
場へ招致すること、中国の侵攻に関する情報を地域諸国
と共有し、国連安全保障理事会で中国の侵攻に関する
決議案を出し、中国に「公然と拒否権を行使させる」こと
が提言された。参加者はまた、イスラム教徒が多数を占
めるの東南アジア諸国を動員するために、西中国のウイ
グル人の苦境を強調するキャンペーンという形で、情報的
「水平エスカレーション」を検討した。6 重要なことに、
各チームはこれら様々な不満を、進行中の危機が「個別
の事件の連続ではなく、現状に対する中国の広範な攻撃
である」という一貫したナラティブに織り込む必要性を
認識した。

提言
日米豪が中国に対して情報的影響力を持つ分野（
人権侵害、チベットの政治的地位など）を特定し、そ
れらを有利に行使できる条件を検討すること。

提言
危機発生時に中国のグレーゾーン侵入に関する情
報を迅速に機密解除するための手順を策定するこ
と。

提言
危機発生時に、メッセージ、言い回し、証拠公開な
ど、迅速に情報活動を調整できる日米豪タスクフォ
ースを準備すること。

全体として、グレーゾーンにおける抑止の複雑さは、参加
者に「戦略的かつ創造的な深み」を示す「調整された戦
略」の必要性を三国間で検討させる結果となった。グレ
ーゾーン対策のプレイブックを構築するために、日米豪
は他戦域で開発された解決策、特に欧州が最近のロシア
のグレーゾーン活動に対抗するために講じた取り組みを
参考にすべきである。7

強力な軍事的・経済的選択肢が乏
しい状況で、参加者はグレーゾーン
での抑止力回復のために「情報」
的・「外交」的手段に注力した。
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優先順位付けの課題

中国の小島戦略シミュレーションは、西沙諸島、南沙諸
島、ソロモン諸島、ルソン島、尖閣諸島など、インド太平
洋各地の複数の拠点で調整された侵入を含んだ。これら
侵攻の規模と地理的範囲は日米豪のリソースを圧迫し、
各チームにジレンマを生じさせた。(a)他地域での同盟国
の作戦を犠牲にしても国益を優先すること(オーストラリ
アはソロモン諸島、日本は尖閣諸島、米国は日本とフィリ
ピンとの同盟の義務履行)、そして、(b)自国のより差し迫
った国益を危機に晒しても、自国のリソースを共同作戦
に投入し、十分な戦力を確立して中国に、クリティカルマ
スの能力を確立し、強力な抑止シグナルを中国に送るこ
と。このジレンマはシミュレーション内で二つの形で発
現した。第一に、共同作戦への参加意欲に関しての不確
実性をチーム間で助長し、各チームは他国が共同作戦へ
のコミットメントを縮小し、代わりに自国に近い脅威に対
抗するためにアセットを再配置するのではないかとの懸
念を示した。第二に、異なるパートナーがそれぞれの責
任分野に主力を集中させる分業体制の構築に向けたチ
ーム間対話を促進した。分業は、中国が加える様々な圧
力に対応しつつ、国益を同盟利益より優先することを要
求する政治勢力をなだめるように日米豪アッセットを配
分する選択肢とみなされた。多方面危機における日米豪
が効果的な分業を調整し、共同作戦への継続的なコミッ
トメントを互いに保証し合うには、強固な三者間の危機
対応コミュニケーションメカニズムの必要性を浮き彫り
にした。

提言
複数の前線が関与する可能性の高い、近い将来のイ
ンド太平洋地域の緊急事態に対する日米豪危機コミ
ュニケーションメカニズムの適切性を評価する。

多方面危機における日米豪
が効果的な分業を調整し、
共同作戦への継続的なコミ
ットメントを互いに保証し合
うには、強固な三者間の危
機対応コミュニケーション
メカニズムの必要性を浮き
彫りにした。
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毎年開催されるこの戦略シミュレーションは、日米豪の
戦略的動向を長期的な視点で追跡する機会となる。過
去1年間で、インド太平洋の戦略的文脈にはいくつかの変
化があり、それが日米豪三国間の働き方に影響を与える
可能性が高い。大きな変化としてドナルド・トランプの就
任と同政権による「アメリカ・ファースト」外交政策の追
求、ロシアとの防衛協力強化やオーストラリア周辺の中国
人民解放軍海軍（(PLAN)）による中国の挑発行為の
増加、そして日米豪防衛協議体の設立や日米豪海軍物流
に関する合意が挙げられる。8 このセクションでは、今年
のシミュレーション内での交渉と結果を過去の戦略シミ
ュレーションと比較して、この進化する戦略的文脈にお
ける日米豪の戦略的動態がどのように変化しているかを
評価する。9

米国の関与への疑問視

３チームとも、地域における中国の挑発行為に対して米
国が対応する意欲について、過去数年よりも不確実性が
高まっていることを示した。背景には、第２次トランプ政
権の国際同盟に対するより取引的な見解、敵対する国々
との「取引」への意欲、そして米国本土を超えた武力行
使に対する慎重さがある。（ただし本シミュレーションで
は、米国大統領はアジアの安全保障に関する見解が不透
明な一般的な人物として設定された）。危機発生時の文
脈では、この不確実性はオーストラリアと日本のチームが
中国の侵攻に対抗する米国の支援のより確実な保証を
求める形で現れ、これらのチームは「米国と完全に足並
みを合わせ行動していると確信した場合」にのみ行動す
ると述べた。 

このような不確実性の中で米国の強い関与を維持する
必要性を認識し、３チームすべてがより保守的となる可能
性のある米国政権の継続的かつ強固な関与を確保する
ための戦略を模索した。これらの議論から、以下４つの
一般的な戦略が浮上した：

•	 オーストラリアと日本は、米国の強い関与を推進する
外交努力を連携するべきであり、特にフィリピンや韓
国など地域の米同盟国との協調を強化することで、
影響力の範囲をさらに拡大することを考慮する可能
性がある。

•	 オーストラリアと日本は、米国の政治体制、特に米国
議会内の親同盟派と協力し、地域の安全保障危機に
直面した際の米国が積極的に関与すべき根拠を強化
する。

•	 オーストラリア、日本、そして同じ志を持つ米国政府関
係者は、米大統領との対話において、米国のインド太
平洋地域への関与に関するタイミングと文脈を戦略
的に考慮すべきである。例えば、大統領承認に向け
た勢いを作るため、省庁レベルで米国政策を形作る
ことを目指すこともできるだろう。ホワイトハウスとの
対話を求める際には、内容はホワイトハウスの優先事
項に沿うべきである。例えば、外交政策上の「勝利」
の確保、インド太平洋での抑止力の回復（つまり「戦
争を終わらせる」）、そして中国による米大統領への
事前約束の不履行への制裁などが挙げられる。

•	 オーストラリアと日本は、米政権に対して、米国の国
益優先事項を支える、同盟国の負担分担という形で
の「勝利」を提示すべきだ。インド太平洋地域の同盟
への支持が米国民の間で高い一方で、同盟国が自ら
のためにより多くのことを行うべきという期待も高ま
っていることを認識した上での対応である。10 負担分
担（リスクの引き受け、リソースの投入など）を示すに
あたり、オーストラリアと日本は、こうした取り組みを
調整された対応の一環として表現することで、米国の
相互主義的対応を促すべきである。つまり、「日米豪
が成功するために何をすべきか、そして日豪が貢献す
る準備が出来ている」と示すのである。11 

提言
オーストラリア、日本、米国の政府関係者は、ワシン
トンの政治的見解の多様化に用意しつつ、インド太
平洋地域の安全保障に焦点を当てた米国議会、行
政機関、市民社会の利害関係者の拡大を図るべきで
ある。

日米豪の動向
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同盟国のイニシアティブ

米国との負担分担を可視化するという戦略的論理に対し
て、オーストラリアと日本のチームは、ある米国参加者が
述べたように「予想以上に積極的だった」。例えば、両チ
ームは座礁したフィリピン船に対する事実上の中国によ
る封鎖に対抗する意欲を示していた。また、オーストラリ
アにとってはソロモン諸島、日本にとっては尖閣諸島とい
う、それぞれの直近の懸念地域で戦略的課題が同時発
生しているにもかかわらず、南シナ海に海軍アセットを残
し、中国の工作に対抗することを推奨した。ある参加者
は、この積極的な行動は「我々が信頼に足る存在であり、
（米国にも参加して欲しい）信頼できる対応を構築しよ
うとしていることを米国に納得させる―それが我々の狙
いだった。」と述べた。

地域の危機における主導的行動を示す方向へのオースト
ラリアと日本の戦略的計算の変化は、日米豪にとって機
会であると同時に課題でもある。キャンベラと東京にとっ
て、米政権の優先事項と強力な米国関与の必要性を踏
まえ、日豪の比較的抑制的な対中軍事姿勢―特にそうし
た制限のある軍事姿勢が長期的に有効かどうか、再検
討する機会となる。このシナリオは、米国の納税者がオー
ストラリアや日本の納税者よりも防衛費を多く負担しな
がら、社会福祉給付が日本とオーストラリアの国民よりも
少ないという同盟ネットワークの構造的課題をさらに浮
き彫りにした。結局のところ、米国の同盟国が防衛面で
より多くの役割を担うべきだという期待は、大統領が変
わっても完全には消えないだろう。国内政治的要因に加
え、人民解放軍の能力の急拡大は同盟国にさらなる圧力
をかけている。

同時に、戦略シミュレーションで示されたように、同盟国
の主導的行動は米国の計画を複雑にする可能性がある。
例えば、オーストラリアと日本が中国の封鎖に対抗するた
めことを志願した際、米国チーム内で同盟国が主導する
ことが米国の利益になるかどうか議論があり、米国人参
加者は同盟国の負担分担の促進・実証の重要性とエス
カレーション制御の維持の懸念のバランスを取ろうとし
た。

提言
日米豪は、地域の有事における、米国と並んで同盟
国が役割を強化することへの潜在的な需要に対応
できるような交戦規則、指揮構造、計画メカニズム
を策定すること。

全体として、このシナリオは、米国とその同盟国が相互依
存の時代に突入したことを強調した。しかしながら、相互
依存に含まれる防衛費、指揮統制、技術、情報移転のペ
ースがグレーゾーンと伝統的な軍事シナリオの両方にお
ける抑止力への新たな要求に追いついていない状況であ
る。これにより、地域における米国のリーダーシップに対
する不確実性と、相対的な米国の地域影響力の低下への
懸念が一層高まっている。
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２０２５年戦略シミュレーションは、グレーゾーンにおけ
る対中抑止の複雑さの拡大を明らかにし、日米豪の取り
組みが戦域内能力の限界、中国との経済的相互依存、共
同作戦参加に対する政治的制約によって妨げられている
ことを示した。こうした課題にも関わらず、シミュレーショ
ンは日米豪抑止体制強化に向けた有望な道筋を強調し
た。具体的には、特に東南アジアのパートナーと部隊駐
留の取り決めを通じた軍事即応態勢の向上、欧州のパー
トナーとの対中経済政策で調整、また、情報的・外交的
手段を活用して、中国のグレーゾーン活動に関する国際
的なナラティブを形成することが挙げられた。

シミュレーションはさらに、日米豪三国間の戦略的動態
の進化を明らかにした。具体的には、米国の地域抑止へ
のコミットメントをめぐる不確実性から、オーストラリア
と日本のチームは中国の侵攻に対する日米豪の対応をよ
り積極的に主導した。これは、表向きには負担分担を示
し、米国の関与を促すためである。オーストラリアと日本
の戦略的計算における負担分担拡大への移行は、日米
豪の計画や作戦において、オーストラリアと日本の拡大し
た役割に対応するための検討を促すべきである。

結論

米国の地域抑止へのコミットメントをめぐる不確実性から、 
オーストラリアと日本のチームは中国の侵攻に対する日米豪の 
対応をより積極的に主導した。これは、表向きには負担分担を示し、 
米国の関与を促すためである。 
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